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In Japan, coal-mine areas have changed in various ways since coal mines closed in the 1960s due 

to an energy revolution. In the Chikuho region, which was the center of the coal industry in Japan, 

Iizuka City, which has the largest population of it is the political and economic center. We grasped its 

demographic change and the establishment of alternative industries, and organized the formation 

process of its central city area. As a result, it was a different way of formation in each part due to 

historical background, policies, and mine damage. Among them, the policy implemented after the 

closure of the coal mine has a large influence.  
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１．はじめに 

中心市街地の衰退に対する打開策として，国土交通

省では 2000 年に「まちづくり三法」を制定し，2014

年に「都市再生特別措置法」の改正により，各自治体

では立地適正化計画の策定・実施中である。しかしな

がら，都市レベルにおける産業構造の変化や地方都市

における人口流出に伴い，一層の空洞化が予想されて

いる。このような現象を先行して経験した事例として

旧産炭地が挙げられる。旧産炭地ではエネルギー革命

による炭鉱の閉山に伴い，炭鉱産業で栄えた町では離

職者が増加し人口が流出しており，1960 年代以降多様

な変容を遂げている。 

 本稿では，炭鉱産業の中心地であった福岡県の筑豊

地域において，最大の人口を擁し、筑豊の政治・経済

の中心機能を持つ都市であった飯塚市を対象地とする。

対象地の人口動態や代替産業を押さえ，人口減少下の

中心市街地の変容過程を明らかにし，今後の都市計画

の知見を得ることを目的とする。 

２．調査対象・研究方法 

飯塚市には，大手財閥であった三菱・住友・日鉄の 3

つの鉱業所，地元財閥の麻生産業が存在し，また，中

小企業による炭鉱も多数存在した。福岡鉱山監督局管

内一覧によると，出炭量は 1935 年をピークに第二次世

界大戦後に減り始め，1961 年から 1970 年の間に主炭鉱

面積(km²) 人口(人) 人口密度(人/km²) 世帯数

旧飯塚市 72.34 78,307 1,082.5 37,764

筑穂町 74.30 10,318 138.9 11,509

穂波町 25.18 25,634 1,018.0 4,411

庄内町 25.49 10,472 410.8 4,713

頴田町 16.56 5,816 351.2 2,737

合計 213.87 130,547 610.4 61,134

Table 1 飯塚市の概要(2015 年) 
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は閉山した。現在の飯塚市は，2006 年に頴田町，筑穂

町，穂波町，庄内町と市町村合併している（Table １）。 

研究方法は，統計資料 1),2)を基に飯塚市の人口動態を

整理する。1968 年から 1998 年までの炭鉱住宅 3)（以降

「炭住」と記載）数を整理し，代替産業施策との関係

をみる。次に，国土地理院 4)と Google5)の航空写真を用

いて，中心市街地(立地適正化計画より選定されている

中心拠点含む都市機能誘導区域とする)における，年代

別の土地利用を整理する。本稿は，石炭合理化政策前

(1940 年~1955 年)として 1948 年，石炭合理化政策後

(1955 年~1970 年)として 1963 年，閉山処理収束期(1970

年~1985 年)として 1975 年，現代(1985 年~2020 年)とし

て 2020 年を抽出した。年代別の土地利用の面積比率を

算出，マスタープラン 6)や市史 7)を参照し，中心市街地

の特徴について整理を行う。 

３．飯塚市の炭鉱閉山後の状況 

3．1 人口動態と炭鉱 

 石炭産業合理化法が施行された 1955 年を基準年と

し，1950 年から 2015 年にかけての人口推移注 1)につい

て示す(Fig. 1)。 

各市町村における最高人口について頴田町，筑穂町，

庄内町は 1950 年にそれぞれ 10,285，19,359，20,727 人

となっている。また，旧飯塚市，穂波町は 1955 年に

107,467，42,185 人となっている。1955 年以降，旧飯

塚市，穂波町，筑穂町，庄内町は，人口減少しており，

ほとんどの炭鉱が閉山した 5 年後の 1970 年には，それ

ぞれ約 3 割減，4 割減，5 割減，6 割減となっている。

頴田町は，1960 年以降減少しており，頴田町の主力炭

鉱である明治炭鉱が閉山した 1970 年には，約 3 割減少

している。他の地域に比べ閉山期が遅いため，炭鉱労

働者の流出に伴う人口減少も遅れている。穂波町は

1975 年から，旧飯塚市と筑穂町は 1980 年から 1995 年

まで人口の増加がみられたが，2000 年より徐々に人口

が減少し始めている。頴田町は，1970 年から 1985 年

までは人口の増加がみられ，その後人口減少を続けて

いる。 

飯塚市における主な炭鉱を Table 2 に示す。旧飯塚市

には周辺市町とまたがった炭鉱が多数存在し，三菱，

住友，日鉄等大手財閥の炭鉱及び地元財閥の麻生産業

が存在していた。1944 年における 25 万ｔ以上出炭し

た各地域の主力炭鉱について挙げる。旧飯塚市につい

て前述より，麻生芳雄炭鉱，頴田町をまたいで三菱鯰

田炭鉱，穂波町をまたいで住友忠隈炭鉱，日鉄二瀬炭

鉱，小竹町をまたいで古河目尾炭鉱が立地していた。

また，筑穂町には日鉄嘉穂炭鉱，穂波町には三菱飯塚

炭鉱，庄内町には麻生網分炭鉱が立地していた。旧飯

塚市では，多数の大規模炭鉱が存在しており，飯塚市

における出炭量も最も多かった。 

3．2 炭住数の推移 

1968 年から 1998 年の炭住数の推移を Table 3 に示す。 

飯塚市の炭住数は 1968 年から 1977 年にかけて約 3.5

割が滅失しており，その後は緩やかに炭住が減り続け

ている。1998 年の炭住数では，1968 年の炭住数の約 4

割となっている。 

市町村合併前について旧市町ごとにみると，1968 年

における旧飯塚市の炭住数が飯塚市の約 4 割を占めて

おり，圧倒的に多いことがわかる。また，穂波町，筑

穂町がそれぞれ約 2 割，頴田町が約 1 割，庄内町が約
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Fig. 1 飯塚市の人口推移(1950 年から 2015 年) 

炭鉱名 閉山期 所在地 炭住 出炭量(1944年)

三菱鯰田炭鉱 1966 旧飯塚市 旧飯塚市・頴田町 644,000

三菱飯塚炭鉱 1961 穂波町 穂波町 493,000

麻生芳雄炭鉱 1965 旧飯塚市 旧飯塚市・庄内町 401,000

住友忠熊炭鉱 1961 穂波町 旧飯塚市・穂波町 321,000

日鉄二瀬炭鉱 1963 旧飯塚市 旧飯塚市 879,000

Table 2 飯塚市の主な炭鉱 

残存 割合 残存 割合 残存 割合 残存 割合 残存 割合 残存 割合

旧飯塚市 100% 38.6% 75.2% 44.2% 61.3% 39.1% 49.5% 36.0% 42.1% 36.6% 37.6% 38.8%

穂波町 100% 23.3% 84.3% 29.9% 82.3% 31.7% 76.6% 33.7% 60.9% 32.0% 55.1% 34.3%

筑穂町 100% 22.0% 20.1% 6.8% 18.8% 6.8% 14.7% 6.1% 11.4% 5.6% 8.8% 5.2%

頴田町 100% 11.3% 93.0% 16.0% 100.9% 18.9% 96.1% 20.5% 86.2% 22.0% 63.4% 19.2%

庄内町 100% 4.8% 43.2% 3.1% 45.0% 3.5% 41.0% 3.7% 35.8% 3.8% 19.2% 2.4%

合計 100% 65.7% 60.5% 53.0% 44.4% 37.4%

1993年 1998年1968年 1977年 1983年 1988年

Table 3 飯塚市の炭住推移(1968 年から 1998 年) 

Fig. 2 飯塚市における炭住所在地と中心市街地 
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0.5 割を占めている。穂波町と頴田町に関して，滅失

推移が緩やかであり，1998 年時点で 1968 年の炭住数

の半数以上が残存している。また，筑穂町は 1968 年か

ら 1977 年にかけて炭住数が約 2 割まで減り，この期間

に大規模な炭住処理が行われている。 

炭住の分布を，Fig. 2 に示す。図に示すのは，1977 年

における炭住位置図及び飯塚市史より整理したもので

ある。旧飯塚市，庄内町，頴田町，穂波町，筑穂町す

べてに炭住地区が存在し，また各市町村をまたいで炭

住地区が分布している。また，飯塚市の中心拠点地(立

地適正化計画より定められている新飯塚駅，飯塚駅，

飯塚駅バスターミナル)周辺には大手財閥炭鉱を中心

に多くの炭住地区が隣接している。旧飯塚市に着目し

て，3 地域(遠賀川を基準に現在役所やホテル等が集積

する東岸の新飯塚駅地区と，田畑による開発が行われ

た支流南岸の飯塚駅地区，西岸の宿場を起源とする商

業の中心地であった飯塚バスターミナル地区)に分け

てみると(Fig. 6)，新飯塚駅地区は麻生産業，飯塚駅地

区は三菱鉱業，住友石炭鉱業，飯塚バスターミナル地

区は日鉄鉱業が存在している。また，中心拠点地から

約 8 ㎞～10 ㎞離れた場所には，明治炭鉱や，日鉄嘉穂

鉱業(筑穂町)の炭住地区が存在した。 

3．3 小結 

 旧飯塚市では，1968 年における飯塚市の炭住の約 4

割を占めており，中心拠点地を中心に，大規模炭鉱に

よる炭住地域が多数形成されていた。また，飯塚市の

炭住推移に類似していることから，旧飯塚市における

炭鉱産業による影響が特に強かったことが考えられる。

旧飯塚市の中心地には長崎街道を起源とした宿場町が

形成されており，炭鉱産業の発展とともに炭鉱労働者

の購買拠点として市街地が拡大したと考えられる。閉

山後は，人口減少割合が他の地域に比べて少なかった

ため，旧飯塚市域内における炭鉱依存度が低かったか，

代替産業の誘致が円滑に行われた，もしくはその両方

が考えられる。 

4．旧飯塚市における工業団地造成 

 閉山後の地域振興として 1962 年に施行された「工場

誘致条例」により，代替産業の誘致が行われている。

それに伴う工業団地造成状況 8)について整理したもの

を Table 4，Table 5 に示す。飯塚市内において，工業団

地立地数は旧飯塚市が半数を占めており，旧飯塚市を

中心に企業誘致が行われていたことがわかる。また

Table 5 より，旧飯塚市における工業団地面積は石炭政

策合理化後期である 1960 年から 1970 年において

463,000ⅿ²，閉山処理収束期である 1970 年から 1980 年

において 496,000ⅿ²，また，現代である 1990 年以降で

は 271,000ⅿ²が造成されており，閉山処理収束期に最

も造成されている。これは，高度経済成長期による影

響もあったと考えられる。また，造成された工業団地

に立地する企業数は，閉山期に 30 社，閉山処理収束期

に 34 社，近年には 6 社であった。 

 旧飯塚市の人口変動率と産業別の就業者人口変動率

注 2),注 3）及び工業団地造成累計面積の推移を Fig. 3 に示

す。旧飯塚市の全体の人口は，石炭産業合理化による

影響により人口流出が顕著になっており，1960 年から

1965 年には-21.1%となっている。その後，工場誘致条

例に伴って，1965 年から 1970 年にかけて工業団地が

造成されており，就業者人口変動率をみると，第二産

業人口変動率が-1.9%，0.8%，第三次産業人口変動率が

13.5%，3.2%となっており，第二次産業人口に関して

は，増加に転じており，第三次産業人口は増加を続け

ている。また，その後，閉山処理収束期に入っても造

成が行われており，1975 年から 1990 年にかけて第二

Table 4 各地域の工業団地立地数 

Table 5 旧飯塚市の工業団地造成状況 

旧飯塚市 庄内町 頴田町 筑穂町 穂波町

工業団地立地数 11 2 5 1 3

工業団地名 所在地 事業主体 造成完了年 工業団地面積(千㎡) 立地企業数 合併前

幸袋 飯塚市中 中小企業基盤整備機構 1966 94 5 幸袋町(大谷村)

後牟田 飯塚市横田 飯塚市 1966 74 13 二瀬町(二瀬村)

後牟田 飯塚市横田 中小企業基盤整備機構 1967 264 10 二瀬町(二瀬村)

小呉竹 飯塚市目尾 飯塚市 1967 31 2 幸袋町(大谷村)

潤野 飯塚市潤野 中小企業基盤整備機構 1975 111 2 鎮西村

ｸﾞﾘｰﾝﾋﾙ幸袋 飯塚市目尾 飯塚市 1975 299 10 幸袋町(大谷村)

上三緒 飯塚市上三緒 飯塚市 1977 86 22 飯塚町(笠松村)

津島 飯塚市津島 飯塚市 1993 187 3 幸袋町(大谷村)

飯塚ﾘｻｰﾁﾊﾟｰｸ 飯塚市幸袋 飯塚市 1993 72 3 幸袋町(大谷村)

目尾 飯塚市柳橋 飯塚市 2009 12 0 幸袋町(大谷村)

Fig. 3 旧飯塚市の就業者人口と工業団地累計面積 
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産業人口変動率が 2.3%，-4.7%，11.8%，第三次産業人

口変動率が 5.9%，0.7%，3.9%となっており，造成後す

ぐには旧飯塚市の人口増加に繋がってはいない。しか

し，造成して数年後には旧飯塚市の全体人口に増加が

見られる。1990 年から 1995 年にかけての造成に関し

ては，第二次産業人口は，増加に転じておらず，旧飯

塚市全体の人口に関しても増加に転じていないことか

ら影響が少なかったことが考えられる。 

 旧飯塚市の工業団地と炭住所在地に関して Fig. 4 に

示す。炭住に関しては前章より，工業団地に関しては，

航空写真 8)より整理している。旧飯塚市における炭住

は中心市街地の中心から 4 ㎞以内に立地しており，ま

た，2 ㎞以内に所在していた炭住は，麻生産業と住友

石炭産業であった。また，閉山期における工業団地造

成について，炭住と同様に各中心拠点地の中心から 4

㎞以内に立地しており，3 ㎞以内に立地していた後牟

田工業団地は，338,000 ㎞²と規模が大きく，日鉄鉱業

の炭住が立地していた地域であった。その後における

工業団地造成は，主に中心市街地から離れた場所に造

成されており，小竹町との境界に近い北部の幸袋町に

主に造成されるようになった。幸袋工業団地は地場の

野見山鉱山跡地であった。中心市街地から北側に工業

団地が造成されたのは，旧飯塚市における 1963 年の市

町合併(旧飯塚市，幸袋町，二瀬町，鎮西町)，炭鉱跡

地の変化によって，北部に都市計画区域が拡大し，用

途地域の決定を行ったためであると考えられる。炭鉱

跡地の変化については，工業団地以外にも，麻生産業

跡地ではオートレース場，麻生産業や，日鉄鉱業，古

河鉱業跡地では住宅団地等に再開発が行われていた。 

5．飯塚市中心部における用途地域の変容 

 都市機能誘導区域内の用途地域について，閉山処理

収束期(1973 年)に決定された用途地域については市史

より飯塚都市計画図，現在(2019 年)については筑豊広

域都市計画総括図 6)（飯塚市）より変容を Fig. 5 に示

す。 

 閉山処理収束期(1973 年)に決定された用途地域に関

して，1962 年に総合都市計画によって用途地域が決定

された後，市町村合併や宅地化の進展，工業団地造成

の開発，炭鉱跡地の変化によって変更，建築基準法の

改正に基づいて決定されたものである。当時は第一種

住居地域及び第二種住居地域をまとめて住居地域と

なっていた。また，現在の都市機能誘導区域に対して

空きがある状態であった。飯塚市史の記述によると，

都市計画における炭鉱跡地に関して，広大な残存社有

地は，生活環境・市街地効率の面から好ましくなくな

いとされ，また，都市開発上，重要な位置を占めてお

り，地域の特性に応じた開発が必要であると考えられ

ていた。飯塚駅地区における田畑に関して，準工業地

域が決定されていることから，用途地域指定後に田畑

開発が行われていることわかる。ここは，戦中・戦後

の出炭量の増産に伴った鉱害田(菰田)でもあった。そ

のため，鉱害対策である「特別鉱害復旧臨時措置法」，

「臨時石炭鉱害復旧法」等の制度による鉱害田復旧工

事の決定によって，準工業地域と指定されたと考えら

れる。 

2019 年までの用途地域の変容について，飯塚駅地区

の用途地域が拡大していることから，DID の拡大に

伴って用途地域の拡大が必要になったと考えらえる。

また,田畑開発について，鉱害田復旧工事の拡大に伴っ

て用途地域の指定が行われた。新飯塚駅地区南部の用

途地域について，住居地域が商業地域へと変容してい

る。住居地域内に存在していた建物の中には，麻生グ

ループが所有している株式会社麻生含めて７社が入っ

ている複合ビルなどが存在ししている。また，商業地

域に隣接する建物が麻生グループの所有する飯塚病院

であったことから，麻生産業の炭鉱開発エリアが市街

Fig. 5 飯塚市における用途地域緒変容 
1973 年 2019 年 

Fig. 6 遠賀川を境とした 3 地域 
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化したと考えられる。 

6．中心市街地の変遷 

 対象地について，遠賀川を基準に，現在役所やホテ

ル等が集積する東岸の新飯塚駅地区，田畑による開発

が行われた支流南岸の飯塚駅地区，西岸の宿場を起源

とする商業の中心地であった飯塚バスターミナル地区

を Fig. 6 に示す。飯塚市における立地適正化計画で定

められた都市機能誘導区域内の変遷を石炭合理化計画

前の 1948 年から現在まで注 4)を Fig. 7 に示す。 

 1948 年の飯塚市では，現在の中心拠点である新飯塚

駅北西側，東側，飯塚駅西側では，田畑が残っていた。

飯塚バスターミナル地区では，旧飯塚市役所が設置さ

れており，江戸時代から長崎街道を背景とした宿場町

が形成され，飯塚市の中心地として栄えていた。また，

筑豊地域における商業の中心地としても栄えていた。 

 1948 年から 1963 年にかけて，新飯塚駅地区北西部

の田畑が開発されており，公共施設，工場・大規模施

設に変容している。飯塚駅地区西部では水路が整備さ

れ，幅員の広い道路が整備されている。飯塚バスター

ミナル地区では，更地化されていた旧飯塚市役所が飯

塚郵便局に変容し，新飯塚駅北西部の田畑開発により，

新飯塚市役所が新飯塚駅地区へ移転している。 

 1963 年 1975 年にかけて，田畑開発の拍車がかかり，

新飯塚駅地区東部，飯塚駅地区西部及び北東部の田畑

が工場・大規模施設に変容している。その結果，新飯

塚駅地区の田畑は消失した。飯塚バスターミナル地区

東部では，1965 年に店舗面積が 2,300 ㎡の飯塚井筒屋

（現飯塚井筒屋サロン）が開業しており，また，飯塚

バスターミナルの前身である，飯塚バスセンターが

1966 年に竣工した。 

1975 年から 2020 年にかけて，新飯塚駅地区南部の

炭住が公共施設及び工場・大規模施設になっており，

福岡市に通勤する住民向けのマンション 6)，ホテル，

大型病院が立ち並んでいる。飯塚駅地区西部では，一

区画のみを残して田畑が，市街地及び工場・大規模施

設に変容しており，大型商業施設であるスーパーセン

タートライアルが 2006 年に開業している。飯塚バス

ターミナル地区東部では，店舗面積が 1,000ⅿ2 以上の

ものが，1977，1978，1979 年立て続けに開業されてお

り，2003 年には，中心市街地活性化を目的とした商業

施設であるアイタウンが開業した。飯塚バスターミナ

ル地区南部では，中学校が文化施設コスモスコモンに

転換している。現在，飯塚バスターミナル地区では大

Fig. 8 各地区における用途別面積比率の変遷 

Fig. 7 飯塚市における都市機能誘導区域内の変遷(戦後から現在まで) 

2020 年 1975 年 1963 年 1948 年 
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型店舗の撤退し，商店街が衰退しているが 6)，中心市

街地活性化事業によるマンション建設，健康まちづく

りの拠点，保育所・子育て支援施設が整備されている。 

飯塚市中心市街地の 1948 年から 2020 年までの面積

比率注 5)は，市街地が 35.9%，44.3%，45.6%，67.4%，

工場・大規模施設が 12.5%，14.8%，29.7%，18.8%と

なっている。また，1948 年から 2020 年までの田畑の

割合は 35.9%，26.6%，7.4%，1.4%と減少している。

特に 1963 年から 1975 年にかけての減少が-19.2%と

なっており，同時期に+14.9%となった工場，大規模施

設に大きく転換している。1975 年から 2020 年にかけ

て，工場・大規模施設が-11.1%となっており，市街地

及び公共施設に変容している。第二次産業から第三次

産業へと需要が変化したためであると考えられる。飯

塚市の都市機能誘導区域内では石炭合理化政策前から

徐々に開発が進み，特に石炭合理化政策後から現在に

かけて田畑を種地とした開発が行われている。 

3 地区についてそれぞれみていく。飯塚駅地区に関

して，1948 年における田畑の割合が 60.4％と大半を占

めており，更地を含めると約 70％となっていた。また，

工場用地と居住用地は合わせると 30％弱であった。現

在，田畑は工場用地(28%)と居住用地(65%)に大きく転

換し，90％弱となっており，工場・大規規模施設に変

容している。新飯塚駅地区に関して，1948 年における

田畑の割合が 39.2％を占めていた。その後，1975 年に

は田畑は消滅しており，現在は主に公共施設，市街地，

マンション，ホテル，大型病院が立ち並んでおり，公

共施設が 20.9%になるなど都市機能が集積している地

区であるといえる。飯塚バスターミナル地区に関して，

石炭合理化政策前である戦後から現在に至るまで，主

な面積比率による変容が少なく，市街地化が戦前にさ

れていたと考えられる。 

飯塚市における都市機能は，閉山後，飯塚バスター

ミナル地区から新飯塚駅地区に移動し，開発が行われ

た。また，飯塚駅地区の田畑の大規模な転換は，鉱害

田復旧工事より準工業地域へ用途変更が行われている。 

7．まとめ 

 日本における炭鉱産業の中心地であった筑豊地域に

おいて中心機能を持つ都市であった飯塚市の中でも，

炭鉱産業を背景に都市機能が旧飯塚市に集積していた。

旧飯塚市では，周辺市町とまたがった炭鉱が多数存在

し，三菱，住友，日鉄等大手財閥，大手地場産業であ

る麻生産業が存在しており，炭住地区が中心拠点から

4 ㎞以内に点在していた。また，2 ㎞以内には麻生産業

及び住友石炭鉱業による炭住が存在していた。炭鉱産

業衰退に伴う工場誘致条例に伴って，同距離に工業団

地が造成され，人口減少抑制につながったと考えられ

る。工業団地は特に，閉山処理収束期に造成されてお

り企業誘致も活発に行われた。石炭合理化期に飯塚市

では，市町村合併による市街地の拡大が進み，飯塚市

都市計画区域が拡大，用途地域も拡大している。それ

以降も，DID 地区の拡大に伴って用途地域が拡大して

いる。 

飯塚市における中心市街地は遠賀川を介した 3 地区

ごとに特徴があり，旧宿場町によって形成された飯塚

バスターミナル地区，公共施設や大型病院，ホテルと

いった都市機能の集積地となった新飯塚駅地区，大規

模な田畑開発によって拡大した飯塚駅地区に分けられ

る。飯塚市は，既に市街地形成されていた飯塚バスター

ミナル地区に対して，2 つの駅を含む地区は，駅を起

点に，炭鉱跡地や田畑開発により市街地を拡大する方

針を取った。田畑開発は主に閉山処理収束期に行われ

ており，石炭産業衰退及び鉱害対策の一環による用途

地域の設定によると考えられる。同時期に飯塚バス

ターミナル地区から新飯塚駅地区に飯塚市役所を移転

しており，それに伴って公共施設や大型病院，ホテル

といった都市機能が新飯塚駅へ集積するようになった。

それにより都市機能の分担が進んでしまった。新飯塚

駅地区には，大手地場企業である麻生産業の炭鉱開発

エリアが市街化しており，閉山後も地域から撤退せず

に業態を変更しながら都市に影響を与えたといえる。

一方，飯塚バスターミナル地区については，市街地の

拡大や郊外へと大型店舗が進出するに伴って，百貨店

の閉店をはじめ，空き店舗が増加し，空洞化している。

今後の人口推移を見据えた中心市街地の再編が求めら

れる。 
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注 1) 人口推移割合（%）＝（当該年度の人口‐1955
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年度の人口）／1955 年度の人口 
注 2) 人口変動率（%）＝基準年からの人口変動数／ 

基準年の人口数 
注 3) 就業者人口を第二次，第三次産業人口とする。 
注 4) 市街地は住宅商業施設とし，工場・大規模施設

には倉庫を含むものとする。 
注 5) 面積比率（%）＝各年代の分類別面積／各年代

の総面積 
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